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国際卓越研究大学の認定等に関する有識者会議（アドバイザリーボード） 
における審査の状況について 

 

令和５年８月 30日 

国際卓越研究大学の認定等に関する有識者会議 

（アドバイザリーボード） 

 
国際卓越研究大学の認定等に関する有識者会議（アドバイザリーボード）は、大学ファン

ドの支援対象となる国際卓越研究大学の認定及び国際卓越研究大学研究等体制強化計画 （以

下「体制強化計画」という。）の認可に関し、初回の公募で申請のあった 10 大学について、

書面審査や国内外のレビュアーの意見に加えて、大学側との丁寧な対話を実施する方針のも

と、10 大学に対して面接審査を実施し、さらに研究現場の状況等を把握するため、３大学

の現地視察を実施した。 
これらの審査も踏まえ、アドバイザリーボードとして総括審議を行った結果、一定の条件

を満たした場合に認定するという留保を付して、東北大学について、国際卓越研究大学の認

定候補とすることが適当との判断に至った。アドバイザリーボードにおける審査の観点及び

各大学への意見を以下のとおり報告する。なお、国際卓越研究大学においては、社会との対

話の中で、国内外の多くのステークホルダーに対する共感を得て、大学の有形・無形の知的

資産を価値化することが求められる。アドバイザリーボードとして、各大学が多大な労力を

費やして申請した意欲や挑戦を後押しするためにも、今回、各大学の申請の概要とともに個

別の意見を公表することとした。 
 

１．総論 

（１）審査の観点 
 今回の申請においては、10 大学からそれぞれに意欲的な提案が提出された。まずは、こ

れだけの大学において現状を変革しようとする強い意志が示されたことを歓迎したい。

それぞれの提案は、我が国の大学が置かれた状況や研究大学に期待される役割の変化を

踏まえつつ、若手研究者を巡る研究環境に向き合い、これまでの取組等を踏まえて、世

界最高水準の研究大学を実現するための各大学の改革の方向性や優先順位等が示され

たものと理解する。 

 国際卓越研究大学の選定に当たっては、国際卓越研究大学法に基づく基本方針を踏まえ、

これまでの実績や現時点の水準のみで判断するのではなく、提示された世界最高水準の

研究大学の実現に向けた変革への意思 （ビジョン）とコミットメントに基づき、審査を

実施した。 

 また、制度の趣旨や審査における大学の負担も考慮し、国際卓越研究大学の認定と体制

強化計画の認可の審査を、以下の観点から一体的に行った。 

① 国際的に卓越した研究成果を創出できる研究力 
② 実効性が高く、意欲的な事業・財務戦略 
③ 自律と責任のあるガバナンス体制 
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 国際卓越研究大学は、人材・知・資金の好循環を生み出すことができるよう、価値創造

や社会課題解決に資する研究基盤への投資だけでなく、大学の持続的成長に向けて、自

然科学のみならず人文・社会科学を含め、長期的視野に立った新たな学問分野や若手研

究者への投資など、すぐには成果につながらない次世代の知・人材の創出にも取り組む

ことが求められている。アドバイザリーボードにおいては、書面や面接による審査だけ

でなく、研究現場の視察や大学側との丁寧な対話も行い、また、認定候補となった大学

に対して、引き続きハンズオンによる体制強化計画案の磨き上げを実施することも念頭

に置き、総合的に判断した。 
 

（２）申請内容に対する主な論点 
 基本方針においては、体制強化計画について、目指すべき姿の実現に向けて、世界の学

術研究ネットワークを牽引し、新たな研究領域やイノベーションを常に創出し続けるマ

ネジメント・システムを構築するため、既存の制度に縛られず、学内外の叡智を結集し

て取組を進めていく計画であることを求めている。審査に当たっては、国際卓越研究大

学は、我が国の大学改革を先導していく役割が期待されており、また選定される大学の

変革に向けた取組が他大学へのメッセージとなり、模範となっていく点を特に留意した。 
 具体的には、共通する論点として、各大学の申請内容を踏まえ、以下の 10 項目を挙げ、

面接審査等で今後の計画や取組内容を確認した。 
① 国際卓越研究大学には、学術研究ネットワーク全体を牽引する役割が期待されて

いる。我が国全体の研究力向上に向けて、国内の大学等との連携など、どのよう

な実効性のある方策を考えているか。 
② 既存の取組の単なる延長線上に留まる計画や、大学の一部分のみしか関与しない

計画ではなく、全学的な変革が求められる。学内外の叡智を大学の下に結集でき

る計画となっているか。 
③ 世界中から人材を獲得するためには、魅力的な研究環境を実現するだけでなく、

事務のグローバル化含め、生活面のサポートや運営に関与できる仕組みが必要。

全学として、テニュア制度や評価システム等も導入するのか。 
④ 研究力向上に際し、量的な目標だけでなく、質的な向上をどのように測定、モニ

タリングしていくのか。大学全体として、持続的に研究環境が改善される枠組み

となっているか。 
⑤ 外部資金の獲得に関して、目標の実現には、国内企業のみならず、海外からの資

金調達も不可欠。資金獲得に向けた具体的な計画や構想になっているか。 
⑥ 同窓生からの寄附金獲得やスタートアップ創出など、達成するための手段や計画

を明確にすることが求められる。過去の実績等も踏まえ、説得力のある説明とな

っているか。支出に対し、持続可能な計画になっているか。 
⑦ ベンチマークしている海外大学の取組と、何がどのように違うのかが明確に示さ

れているか。他方、今後も変えるべきではない部分があるようであれば、その点

も明らかになっているか。 
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⑧ ビジョンの実現や目的の達成に向けて、大学の組織を再構築する有効な戦略・戦

術が示されているか。構造改革をやり切るだけの、強靱な枠組みが設定されてい

るか。責任の所在や具体的な職務が明確になっているか。 
⑨ 資源の配分に際し、何に使うか、だけでなく、どのように決めていくかという仕

組みが重要。社会の変化に対し、受け身ではなく、主体的に新たな価値創造に取

り組むことができる自律的なガバナンスとなっているか。 
⑩ URA 等の研究マネジメント人材や技術職員、ファンドレイザー、スタートアッ

プ育成等の専門職人材の確保に際し、人材も限られており、国際的に獲得競争も

激化する中、実現に向けた実効性のある方策が示されているか。 
 
（３）認定候補とする大学及びそれ以外の大学の位置付けについて 
 今回の選定は、申請内容に単純に優劣をつけたものではない。申請大学の構想が、各大

学の現状等に適合したものであるのか、実際に機能し得るのか、その具体化の熟度や執

行部全体の認識や意欲は十分かどうか、また大学の規模、変革の度合いによる実現まで

の時間軸や難易度等の差異も考慮し、議論を重ねたものである。 
 また、アドバイザリーボードという名称に表れているとおり、各大学との対話を通じて

各大学の挑戦を後押しすることを意図している。このため、認定候補大学の選定に当た

っては、ハンズオンによる体制強化計画案の磨き上げを実施することを前提に、各大学

の提案において課題と考えられる点が、アドバイザリーボードが伴走することで構想の

実現可能性を高めることが可能なものであるのか、それとも予め学内で解決すべきもの

であるのかを考慮し、後者の課題が大きい場合には、認定候補とするに近い水準にある

大学であっても、認定候補とはしない判断を行った。 
 今回の公募において認定候補とならなかった大学においても、その計画に示された目指

す改革の姿について、実現すべき内容が多く含まれていることは強く記しておく。アド

バイザリーボードとしては、各大学において研究力強化に繋がる取組は、他の支援方策

の活用も含め、引き続き積極的に推進されることを期待したい。 
 今回、アドバイザリーボードが認定候補として適当と判断したものは、数としては１校

である。もとより、国際卓越研究大学の認定は、最終的には数校を目指すものの、大学

ファンドの運用状況等も勘案して「段階的に」行うこととしているところである。政府

においても、各種事業や規制緩和を通じて、挑戦を後押しするなど、多様で厚みのある

研究大学群を形成しつつ、世界最高水準の研究大学を実現することができるよう、アド

バイザリーボードとともに、各大学との対話を継続することを要請したい。 
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２．各論（申請受付順） 

①早稲田大学 
【申請の概要】 

 変革への意思として、目標を全学研究領域を包含するカーボンニュートラル社会の実現

で「世界で輝く WASEDA」に。国際・文理間・産学間の頭脳循環を活用し、研究、教育、

教職員、研究環境を変革し、財務体質の強化とガバナンス体制の進化を加速。私学の変

革を牽引し、日本の競争力向上に貢献する覚悟。 

【意見】 

 カーボンニュートラル社会の実現を最重要課題として、関連部局を中心に全学の研究領

域を包含し推進体制を構築する構想であるが、大学全体の研究力強化や全学での変革に

繋げる道筋が十分に明確にはされなかった。また 25 年後の世界を見据えた視座として

は、カーボンニュートラル社会の実現に特化するのではなく、国際卓越研究大学制度の

趣旨を踏まえ、大学全体の変革に向けた構想とすることが望ましかった。他方、総合知

といった文理融合のアプローチや企業からの寄付チェア制度などの取組に加え、基金運

用などの財務戦略などはこれまでの実績に基づいており、高く評価できる。今後、これ

までの改革を着実に進めるとともに、様々な支援策も活用し、大学としての研究力強化

に向けた取組を推進することを期待する。 

 

②東京科学大学（仮称） 
【申請の概要】 

 東京科学大学（仮称）は、自由でフラットな文化・環境を作り、変わり続ける世界最高

水準の大学を実現。人文社会科学を含む多彩な分野が融合する「コンバージェンス・サ

イエンス」を展開することで、社会とともに科学技術立国を再興し、世界に貢献する。 

【意見】 

 東京医科歯科大学と東京工業大学という伝統を有する大学の統合にあわせ、研究大学と

しての変革を同時に実施するという意欲的な構想である。特に、従来の大学が陥りがち

であった閉鎖的 ・階層的な文化への挑戦や、英語の公用語化、スタートアップ拡大に向

けた取組など、システム改革に対する強い意欲を高く評価する。他方、統合後の大学を

審査するに際し、現時点では、未だ計画の具体化が十分とは言えず、実効性等を判断で

きる段階に至っていなかったのも事実である。「自由でフラットでチャレンジできる風

土」を全学で創り上げるという方向性は、国際卓越研究大学に求める姿に適合しうると

考えられることから、その実現に向けて、実行段階で生じる課題を的確に把握した上で、

実効性のある計画への具体化を期待したい。 
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③名古屋大学 
【申請の概要】 

 世界最高レベルの知を創造する「アカデミックインパクト」と、社会課題解決に貢献す

る「ソーシャルインパクト」の両方を最大化し、卓越した研究成果により人類社会の課

題解決を実現。国内外から卓越研究者を招聘、研究拠点群を形成。博士課程の定員と留

学生割合を増員させることで世界レベルの研究大学へ成長させる。 

【意見】 

 基礎研究のレベルの高さや地域性を生かした活発な産学連携を土台に、若手研究者に対

する総合的な支援や研究支援人材の強化等を組み合わせた研究力向上策には期待が持

てる。一方、強みを持つ分野を基盤とする本格拠点や成長拠点で構成される「LYKEION

プログラム」が大学全体の研究力強化の駆動力となるためには、既存の部局との関係等

を今一度整理することが必要と考えられる。また、一法人複数大学の下、経営と教学の

分離に加え、監督と執行の分離を構想するなど、ガバナンス改革の取組は評価できる。

ただし、現行の体制において、法人と大学の関係含め、本制度の求める研究大学として

の自律的な運営が実現できるかどうかは判断し難かった。それぞれの大学の特長を発揮

できるガバナンス体制の下、ミッションに基づく実効性のある取組を期待したい。 

 

④京都大学 
【申請の概要】 

 世界の研究大学に伍して国際社会でゆるぎない認知と承認を得られる研究大学を目指

して３つの構造改革を推進。 

① 研究力強化のための研究組織改革と人材・研究環境への積極投資 

② 研究成果の社会的価値化のための実行メカニズムの構築 

③ 自立的大学経営のための新しいガバナンスと実行体制の確立 

【意見】 

 研究力強化のための研究組織改革と人材 ・研究環境への積極投資を掲げるなど、構造改

革の推進に向け、執行部の変革への強い意志は高く評価できる。他方、提案されたよう

に、旧来の小講座を単位とした体制から国際標準の研究組織へ適切に移行するためには、

新たな体制の責任と権限の所在の明確化が必要である。また、スタートアップや国際化

に向けた取組においては、実社会の変化への対応の必要が感じられた。組織改革におい

ては、管理運営の卓越性も求められる中、責任関係や指示命令系統の明確化に加え、専

門職人材の育成やキャリアパスの構築も含め、実効的なガバナンスやマネジメントが実

現することが求められる。現在の執行部が有する変革への意志が、長期間にわたり大学

として教職員に引き継がれる必要があり、構想の具体的内容を学内の多くの構成員が共

有し、全学として推進することを期待したい。 
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⑤東京大学 
【申請の概要】 

 全学組織としての College/School of Design 創設を軸に、Curiosity, Mission, 

Citizen-Driven のアプローチを高度化し、「世界の公共性への奉仕」を実践。学術の多

様性を維持しつつ、世界トップ 10の有力大学に並ぶ存在に。「世界の誰もが来たくなる

大学」として、インクルーシブな研究基盤の整備、人的資本の高度化に向けた改革を進

め、「公共を担う組織体」として成長。 

【意見】 

 「UTokyo Compass」で示された新しい大学モデルの具現化に向け、研究基盤の整備、人

的資本の高度化を推進し、「公共を担う組織体」として成長する計画が示された。特に、

新たな全学的教育研究組織として、プロボスト直轄で「College/School of Design」を

創設する計画は、分野横断・学際的なアプローチなど、大学全体の変革を駆動する構想

としては高く評価できる。他方、大学全体としての変革を求める本制度の趣旨に鑑みれ

ば、研究力が国内でも高いポテンシャルを有する大学として、既存組織の変革に向けた

スケール感やスピード感については必ずしも十分ではなく、工程の具体化と学内調整の

加速・具体化が求められる。今後、構想の具体的内容を学内の多くの構成員が共有し、

全学として推進することが確認できれば、認定候補となりうると考える。また、 「世界の

公共性」に奉仕し続ける「成長可能な経営メカニズム」の具体化に向けては、長期的・

世界的規模のビジョンと戦略を構築する 「法人総合戦略会議」の設置に加え、総長とプ

ロボストの役割分担や、 「最高価値創出責任者」の責任や権限の明確化が必要である。大

学全体のマネジメントに重要なツールであるデータ一元化などの取組についても更な

る具体化が期待される。 

 

⑥東京理科大学 
【申請の概要】 

 世界的な課題解決に貢献するため、世界中から広く学生や研究者が集い、互いに切磋琢

磨できる環境を構築。大学の変革に向けて、研究と社会貢献(社会価値の創造)、教育の

３つの柱に沿って大胆な改革を推進。世界に冠たる国際的研究拠点として、「未来都市

研究センター」「未来生活研究センター」を設置。 

【意見】 

 日本における理工系研究大学のモデルを創出することを目指し、国際交流のハブとなる

「国際研究交流ユニオン」や、国際拠点となる新たな研究施設として「未来都市研究セ

ンター」と「未来生活研究センター」の創設を目指すなど、大学研究力の強化に資する

具体的な取組は評価できる。他方、分野連携・融合の国際研究拠点「総合研究院」や大

学独自基金の運用実績などの基盤を有してはいるものの、提案されたように、世界中か

ら広く学生や研究者が集い、互いに切磋琢磨できる世界水準の研究環境を構築するため

には、テニュアトラック制の全学展開や、多様性のある研究環境、より手厚い研究室の

スタートアップ支援、執行部も含めた多様な人材登用などにも取り組む必要がある。今

後、大学としての研究力強化に向けて、様々な支援策も活用しつつ、取組を着実に実施

し、改革を進めることを期待する。  
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⑦筑波大学 
【申請の概要】 

 新構想大学(1973年)、指定国立大学法人(2022年)としての実績を踏まえ、次の 50年に

向け、国際性と多様性の日常化の徹底、本学にとっての地域であるつくばと世界との連

携による研究教育力の最大化、新たな学問分野の創成、及びこれらを実現するガバナン

ス・マネジメントの確立により、固定化された社会の変革を目指す。 

【意見】 

 開学以来、教育組織と教員組織の分離、副学長制度の導入など、大学改革の取組が進ん

でおり、さらに、学長のリーダーシップの下、事務の英語化の学内標準化やピアレビュ

ーを重視した人事評価などの新たな取組は、大学研究力の強化に資する改革であると期

待される。また、筑波研究学園都市に立地している地の利を生かし、研究機能の最大化

とその持続的な発展のための構想が実現されれば、高い効果も期待できる。ただし、国

際卓越研究大学制度の趣旨に鑑みると、各研究機関との連携強化のみでは十分ではなく、

既存の連携大学院の拡充に留まらず、関係機関の合意の下、大胆な視点からの改革が求

められる。今後、研究教育力の最大化に向け、改革を着実に進めるとともに、大学自体

の研究力を強化することを期待したい。 

 

⑧九州大学 
【申請の概要】 

 「脱炭素」「医療・健康」「環境・食料」の３研究領域を突破口に、学内外の壁を越え、

「未来変革を牽引する大学」となる。九州・沖縄地区の各大学との連携強化や、オープ

ンな研究環境の整備などを行い、大学の研究力強化と九州・沖縄地域全体の研究力向上

を図る。 

【意見】 

 九州・沖縄地区の全国立大学による「九州・沖縄オープンユニバーシティ（KOOU）」等も

活用し、従来の大学の内外の壁を越え、学術院の再編をはじめとした教員組織の大転換

や全教員の PI 化の導入を図るなど、大学の研究力強化と同時に地域全体の研究力向上

を図る挑戦的な構想は高く評価できる。他方、変革を学内組織全体に浸透させていく道

筋が現時点では必ずしも明確にはなっておらず、また KOOU は連携体制が組まれたとこ

ろであり、これを九州大学の研究力強化に組み込むための仕組みや取組は検討段階に留

まっており、構想の実現に向けた課題も予想される。「未来変革を牽引する大学」に向け

て、様々な支援策も活用しつつ、改革を着実に具体化することを期待したい。 
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⑨東北大学 
【申請の概要】 

 ３つのコミットメント「未来を変革する社会価値の創造」、「多彩な才能を開花させ未来

を拓く」、「変革と挑戦を加速するガバナンス」の下、全方位の国際化などの６つの目標

を達成するために、19 の戦略を提示。骨太の研究戦略に基づく卓越性の追求や、国際

性・開放性を基軸とする大学院変革等を実行。 

【意見】 

 ３つのコミットメントの下、全方位の国際化などの６つの目標を達成するために、19の

戦略を提示するなど、KPI やマイルストーンを明確にした体系的な計画である。また、

新たな研究体制の確立に向けては、初期・中堅キャリア研究者が独立した環境で挑戦で

きる機会を拡大するため、従来型の講座制を独立した研究体制に移行することやテニュ

アトラック制度の全学展開を図るなど、明確な戦略が示されていると評価できる。自律

と責任あるガバナンス体制の構築に向けては、各部局単位・月単位での収支把握と戦略

的な資源配分を可能とするデータ基盤が整備されているなど、学内リソースの再配分の

必要性を執行部が強く認識しており、改革の理念が組織に浸透していると評価できる。

他方、民間企業等からの研究資金等受入額を 10 倍以上にするという目標については、

野心的であるものの、従来の成長モデルの延長線上では達成は困難であり、「包括的国

際化担当役員(CGO)」の設置やサイエンスパーク事業の展開のみならず、戦略の深掘り

や見直しが必要である。また、海外からの研究者や学生の受け入れ態勢は構築途上であ

り、特に研究者の卓越性の確保・向上には、国際公募やピアレビューを徹底するととも

に、雇用条件やテニュアトラック制度の明確化が必須である。 

 国際卓越研究大学の認定と体制強化計画の認可に向けては、以下の事項について、重点

成果指標、工程等の一層の精査や明確化を条件とし、これらについて、アドバイザリー

ボードとしても継続的に確認し、伴走支援する。 

① 人文・社会科学系も含めた全学の研究力向上の道筋 （学術的インパクト・社会的

インパクトに係る目標の実現可能性向上に向けた具体的取組等） 

② 全方位の国際化（日英公用語化、 「包括的国際化担当役員(CGO)」の選定状況、世

界トップクラスの研究者・学生の結集に向けた戦略等） 

③ 活力ある新たな研究体制の確立 （テニュアトラック制度の全面的な展開に向けた

工程、研究者の挑戦を促す全学的な教員人事マネジメント等） 

④ 大学院変革・研究大学にふさわしい学部変革（ 「高等大学院」が主導する大学院

教育の改革、徹底した国際共修環境に浸る「ゲートウェイカレッジ」の設置等） 

⑤ 財務戦略の高度化、産学共創による収益の拡大方策 （戦略的な資源配分、資金運

用・調達強化に係る体制整備、共創事業収入 10 倍増の具体的戦略、サイエンス

パーク事業の進捗、スタートアップ創出・投資・育成・回収に関する計画、スタ

ートアップの多様性確保等） 

⑥ 体制強化計画の実施が継続されるガバナンス体制の構築 （総合戦略会議の設置に

よる執行機能と監督機能の分離、新たな研究体制への移行のモニタリング等）  
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⑩大阪大学 
【申請の概要】 

 「いのちとくらしを守る強靱で持続可能な未来社会を切り拓く」ため、新価値創造と卓

越した人材育成・輩出に邁進し、社会変革に積極的に挑戦することを決意。その基盤と

なる学際性に富む国際共創拠点等を順次立ち上げ、2050 年には社会変革を先導し続け

る大学として、スタンフォード大学と並び称される改革の旗手となる。 

【意見】 

 2050年までにスタンフォード大学と並び称される「改革の旗手」となることを掲げ、関

西から世界に向けた社会変革の実証の場となる「サイエンスヒルズ」（大阪版シリコン

バレー）の形成を目指すなど、成果展開を大学の中に留めることのない野心的な提案と

評価できる。他方、学際性に富む国際共創拠点や最先端卓越研究拠点等を「研究特区」

として順次立ち上げる構想や、組織を柔軟に変革できる体制構築のための「学術研究機

構」の設置などについては、研究力強化のための制度や環境を全学展開していく道筋が

必ずしも明確ではなかった。既存の部局や講座等との関係で実際に十分に機能し得るの

か、また弊害などのリスクは生じ得ないのかを見極め、より深い変革へのコミットメン

トを行うとともに、全学展開の工程の具体化とその加速化を図ることが必要であり、実

効性のある計画への具体化を期待したい。 
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３．体制強化計画案に対する所感 

 国際卓越研究大学には、機能拡張を推進する中で、国際的な切磋琢磨を通じて研究力を

向上させるという緊張感を持ち、世界トップクラスの研究者の獲得はもとより、次代を

担う自立した若手研究者を育成し、活躍できるようにするための大胆な資源配分、研究

時間を十分に確保するための研究者の負担軽減、大学の有する知的資源の価値化等に取

り組んでいくことが求められている。国内の水準や序列ではなく、世界の研究大学の中

での自らの立ち位置を適切に認識し、それぞれの将来構想に基づき、具体的かつ検証可

能な目標を明確に示すことが必要である。 
 研究体制の変革に関して、講座制や部局の縦割りをはじめとする既存の教育研究組織の

硬直性を打破しようとする改革の意欲が示された。国際的に卓越した成果を創出するた

めには、国内外の研究者を惹きつける多様性と包括性が担保された魅力的な研究環境を

実現することが重要であり、その全学展開に向けた時間軸や方策の具体化が求められる。

その上で、研究大学としての卓越性を維持・向上するためには、システムを整備するだ

けでなく、大学を挙げて一流の研究者確保に尽力し続けることが不可欠である。 
 いわゆる出島方式によって、既存の教育研究組織を維持したまま、新たな研究組織を追

加する構想や、横断的な組織を新設する提案が少なからず見られた。既に国際的な研究

拠点を有している大学もあるが、それが当該研究拠点の活力を高める一方で、必ずしも

既存組織も含めた全学の変革につながらない事例も多々目にしてきており、新設組織を

改革の梃子として働かせる意図があるにしても、その実現は簡単ではないと認識してい

る。 
 学士課程の在り方については、直接の要件としているものではないが、大学院を中心と

する国際卓越研究大学には、それに適した学部教育の変革も求められよう。アントレプ

レナー教育等も含め、学生に将来の多様な魅力的な選択肢を提示できるのか、卒業後に

大学の支援者となる者を育てていく長期的なビジョンを有しているか、などの観点から

も、研究大学として、学士課程まで含めた一貫した改革の構想を持っていることは極め

て重要である。 
 研究活動の企画・成果活用促進等を行う URA 等の研究マネジメント人材や技術職員等

の専門職人材に加え、国際研究協力を支える事務職員、ファンドレイザーや財務専門職

員等の確保についても、多くの大学でその重要性が認識されたと受け止めている。世界

最高水準の研究大学には、教育研究だけでなく、管理運営の卓越性が求められる中、そ

れぞれの改革が、事務局の肥大化を招くものではなく、研究者の負担軽減や研究時間の

確保につながるか、狙いや効果を明確にする必要がある。 
 女性・外国人研究者の登用・活躍促進に向けては、各大学で様々な方策が示された。高

い目標を掲げて多様性の向上に取り組んでいる大学もあるが、海外の研究大学と比較す

ると、配慮が不足していると感じた大学もあった。国内外から一流の人材を獲得するた

めには、教育研究組織にも管理運営組織にも多様性の確保は必須のものと考える。 
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 大学のガバナンスの在り方について、多くの提案で、外部からの資金獲得、連携向上の

ために、長期的な経営方針を備えた継続的・安定的な合議体が必要であるとの共通認識

が見られた。他方で、これらの合議体を支える体制については、多くの提案において、

学内の各組織から資金需要・財務情報等を収集し、意思決定する仕組みに改善の余地を

残していると思われる。 
 あらゆる事項を研究者自身が審議・決定するような組織が効率的に動かないことは、多

くの研究者が認識している。事務組織の在り方について、再編・変革の意志が示された

計画も少なからずあったが、事務組織と教員組織との間で意思決定機構や指示命令系統

が未整理のまま、プロボスト、CFO を設置することにより、大学全体の意思形成にかえ

って無理が生じかねないとの懸念を感じる計画も見受けられた。 
 体制強化計画の期間は最長 25 年間としている。潤沢な大学独自基金の造成にはその期

間がかかるとしても、諸外国のトップレベルの研究大学はより早い段階で変革を行って

きたことを踏まえれば、世界最高水準の研究大学を目指すための変革は、25 年かけるべ

きものではなく、時間軸を明確に定め、マイルストーンを設定し、可能な限り早期に行

うことが求められる。 
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４．最後に 

 今回、認定候補になった大学においては、合議体の設置等のガバナンス変更準備やアド

バイザリーボードが示した条件への対応など、体制強化計画の認可に向けた取組を加速

いただくことをお願いしたい。文部科学省においても、ハンズオンによる体制強化計画

の磨き上げや、合議体の設置を可能とする国立大学法人法の改正、大学独自基金への積

み立てを可能とする制度の創設など、速やかな対応を求めたい。 
 さらに、申請大学から提案のあった規制緩和要望について早期に実現することは、今回

の認定候補大学に限らず、その他の大学に対しても構想の実現を促し、また、次回以降

の公募に向けての準備を充実させることにつながると期待されるものである。このよう

な観点から、対話を通じて、具体的な内容や必要性を確認できたものから、順次、対応

することを政府に求めたい。 
 また、認定候補とならなかった大学の提案の中には、大学ファンドからの助成によって

初めて実現するものもあれば、必ずしも資金を要せず、制度的な課題を解決することに

よって実現が図られると考えられるものも見受けられた。各大学において、他の支援方

策の活用も含め、研究力強化に繋がる取組を引き続き積極的に推進することを期待する

とともに、文部科学省には対話を継続することを要請したい。なお、国際卓越研究大学

の認定は、基本方針に基づき、大学ファンドの運用状況等を勘案し、段階的に行うこと

とされている。大学側の準備を加速するためにも、政府においては、次回の公募の目途

について、速やかに公表することを期待する。 
 大学ファンドを通じた国際卓越研究大学への支援と、地域中核・特色ある研究大学への

支援強化の両輪により、日本全体の研究力発展を牽引する多様で厚みのある研究大学群

の形成に努めていくことが重要である。文部科学省においても、 「地域中核・特色ある研

究大学総合振興パッケージ」に基づき、全国の大学が適切な研究マネジメント体制を構

築し、研究環境を持続的に向上させることができるよう、研究大学の状況・成長に合わ

せた支援の充実に努めることを求めたい。国際卓越研究大学と地域中核・特色ある研究

大学が相乗的・相補的な連携により、共に発展するスキームが構築されることを期待す

る。 
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